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今週のキーワード ５年 前 の調 査 に比 べ、自 社 の事 業 環 境 について「事 業 発 展 はそれほど見 込 めない

が現 状 維 持 は可 能 」 とする企 業 の割 合 が 増 えた。そのうち約 ３ 分 の２が「 現 在 の業

種 で 業 務 継 続 す る 」 と し 、 別 業 種 進 出 の 割 合 は ３ 割 と 低 い 。 販 売 、 利 益 面 で の 重

要 課 題 は 、 「 競 争 力 ・ 高 付 加 価 値 の 強 化 」 「 販 売 面 強 化 や 既 存 分 野 で の 新 た な

主 力 製 商 品 ・ サ ー ビ ス 確 立 」 を 意 識 す る 声 が 多 い よ う だ 。 仕 入 ・ 販 売 先 は 既 存 取

引 先 中 心 の企 業 が多 い。しかし内 需 低 迷 を予 想 する声 が多 く気 になる。 

５年後の自社経営 
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2012 年度税制改正法案が衆院通過 
給与所得控除や退職金の見直し等 
 

自民・公明両党は2012年度税制改正法案に賛成

する方針を固め、同法案は３月８日に衆院を通過

した。野党が多数を占める参院での可決も確実と

なり、月内に成立する見通し。与党民主党は、与

野党対立で未成立の状態が続き混乱した2011年

度改正法案の“二の舞”を避けるため、議論が難

航しそうな税制をあらかじめ除外した。 

中小企業関係税制では、まず、中小企業投資促

進税制は、設備振動試験機などの試験機器を対象

に加えた上で適用期限が平成25年度末まで２年

延長された。 

中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額

の損金算入の特例、交際費等の課税の特例（中小

法人における損金算入の特例）、研究開発促進税

制も平成25年度末まで２年間延長された。 

所得税関係では、給与所得控除に上限を設定す

る（給与収入1500万円超は一律245万円）。勤続

年数５年以下の法人役員等の退職金について、２

分の１課税を廃止する。 

環境関連税制では、地球温暖化の原因となる温

室効果ガスの約９割を占めるエネルギー起源Ｃ

Ｏ２の排出を抑制する観点から、「地球温暖化対

策のための税」を導入する。2012年10月１日に施

行する。 

車検証交付等の時点で燃費等の環境性能に関

する一定の基準を満たす自動車には、2012年５月

１日以降、自動車重量税の本則税率を適用。それ

以外の自動車に適用される「当分の間税率」につ

き、13年超の自動車を除き引き下げる。 

５年後の中小企業経営の変化とは
「競争力の強化」に最も意識を集中 
 

商工中金の「経営環境の構造変化と中小企業の

対応に関する調査」は、中小企業経営者が2012年

度をスタートとして５年後の経営環境を予測し

たもの。この調査は、アンケートに答えたデータ

のサンプル数が4500社を超えており、エコノミス

トや専門家らから「信用度が高い」と評価されて

いる。調査結果の結論としては、５年後は「明暗

相半ばよりも、やや悲観的」と見る傾向が強いよ

うだ。 

要旨は次の通り。金融・経済環境は、内需、輸

出停滞、財政悪化、失業増加を見込む企業が多く、

物価は上昇、下落の割合が拮抗。日本経済の世界

的な位置付けは、世界、アジアで重要な地位を占

めるとする見方と、日本の地位が大幅に低下する

との見方がある。日本経済に影響を与える要素と

して少子高齢化の進展、円相場、財政問題などを

挙げた人の割合が多い。経済成長率はゼロ成長を

見込む割合が高く、１ドル80円台の予測。 

５年後の中小企業の状況は拠点、販売先、調達

先とも海外ウエ―トが高まる。地域性では「大都

市圏への集中が進む」と「地域分散化が進む」の

割合が拮抗。系列では「系列化が進む」が６割、

「独立色が強まる」が４割。非製造業の方がより

系列化進展を見込む割合が高い。 

中小企業にとっての時代的認識は「多くの企業

にとって発展の制約が現在より増し、さらに苦難

の時代となる」の割合が過去の調査より増えた。

しかし５年後の自社経営には自信も見せる力強

さが感じられるのは頼もしい。 

税務会計 経      営 

発 展 を 目 指 す 企 業 家 の た め の 経 営 指 南 役 
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